
  

 

 

 

 

2026 年 10 月 13 日 

 

株式会社あいち銀行 

 

「農山漁村における地域金融機関を中間支援組織とした官民共創マッチング事業」に採択 

～ 事業趣旨説明会を 11月 2日に開催 ～ 

 

 株式会社あいち銀行（代表取締役頭取 鈴木 武裕）とグループ会社である株式会社栄町

リサーチ＆コンサルティング （代表取締役社長 伊藤 公二）は、農林水産省が実施する  令

和 8年度 農山漁村における地域金融機関を中間支援組織とした官民共創マッチング事業」

に採択されました。 

 これを受け、農山漁村の地域課題解決に向けた官民共創の取組みへの理解を深めていた

だくため、自治体や民間企業等を対象とした事業趣旨説明会を、2026 年 11 月 2 日 （月）に

開催します。 

 当行は本採択を契機に、地域金融機関としてのネットワークと事業者支援の知見を活か

し、課題の発掘から案件形成に向けた伴走支援までを一貫して支援し、地域発の新たな価値

創出に取り組んでまいります。 

 

1.本事業の概要・目的 

(1)概要 

農山漁村では、人口減少、高齢化、担い手不足等により、農林水産業の維持、地域コミュ

ニティの維持、生活環境の確保等が大きな課題となっています。 

 こうした課題に対応するために、自治体、地域団体、生産者、地域事業者等に加え、企業、

大学、専門機関、金融機関等、多様な主体の参画による官民共創の取組みを通じて農山漁村

の活性化と生活基盤の充実を目指していくものです。 

 

(2)目的 

本事業では、地域金融機関が中間支援組織として、農山漁村地域における課題と、民間企

業、大学  研究機関など多様な関係者をつなぎ、地域課題の解決や新たな事業創出を目指す

ことを目的としています。 

 

  



  

 

2.具体的な取組内容 

(1)事業趣旨説明会の開催 

(2)地域課題の掘り起こし 整理 構造化 

(3)企業等が有するサービス 技術の探索およびマッチング支援 

(4)案件形成に向けた伴走支援 等 

 

3.「官民共創事業説明会」の概要 

日 時 2026 年 11 月 2日（月）15 時～17 時（14 時 30 分受付開始） 

会 場 STATION Ai 3 階 セントラルラウンジ（名古屋市昭和区鶴舞 1-2-32） 

参 加 対 象 

 農山漁村に関係する課題を抱える自治体 

 地域課題の解決に関心のある民間企業 スタートアップ 等 

※農山漁村分野に限らず、幅広い企業 団体を対象としています。 

定 員 30 名（現地開催のみ） 

内 容 

（ 予 定 ） 

 事業概要の説明 

 参加自治体による課題紹介 

 参加企業によるソリューション事例紹介 

 交流会 

申 込 方 法 別添チラシの二次元コードよりお申込みください。 

申 込 期 限 2026 年 10 月 28 日（水） 

 

（参考）本事業のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 



あいち銀行営業戦略部地域共創グループ（横田・岩﨑）
052-262-9537／renkei@aichibank.co.jp

主催：あいち銀行・栄町リサーチ＆コンサルティング
※農林水産省補助事業「官民共創の仕組みを活用した地域課題解決支援」（事業実施主体：株式会社JTB）の一環として実施

1 5 : 0 0～17:00（受付開始14: 30）2026.11.2 月

申込期限10.28 水

農山漁村に関係する課題を抱える自治体

地域課題の解決にご関心のある民間企業・スタートアップ 等

（名古屋市昭和区鶴舞1-2-32）

STATION Ai３階セントラルラウンジ

二次元コードから
お申込みください。

農山漁村の課題解決に向けた

官民共創事業説明会

農山漁村が抱える様々な課題（人

材・働き方、地域経済、安全・安心、

環境・エネルギー、行政運営）を、行

政と民間企業・団体が連携して解決

するための事業です。

本事業の概要や、今後のスケジュール

などを詳しくご説明します。

地域の持続的な発展に向けて、皆さ

まのご参加をお待ちしております。

官民共創事業とは？

お申し込み・お問い合わせ

こんな課題に取り組みます

人材・働き方

地域経済

安全・安心

環境・エネルギー

行政運営

担い手不足、人材育成、働き方改革、

福利厚生

商業支援、販路開拓、企業経営、

補助金活用

防災・防犯、高齢化社会、地域見守り

脱炭素、再エネ・省エネ、荒廃農地

業務効率化、DX支援、ノウハウ不足、

コスト削減


